
































































































①発電関係 45，375，000 75.9 
発電所関係 40，845，000 
送電線関係 4，530，000 




港湾拡充 1， 510，120 
③治山治水 2，234，299 3.7 
④農業開発 1， 527， 555 2.5 







































































lix: 事 業 位総事梁量 1950年度 年次期l計画 56年に於ける実績 52 53 54 :J:J 56 事業盈
土地改良 1，576町 60 300 250 250 250 250 1，300町
漉滋俳水 5，130町 880 350 350 350 350 350 1，750田I
開 懇 3，527町 71 310 310 310 310 310 1.550町
干 拓 ー ー ー ー ー
計 10，233町 1.011 9ω 910 910 910 910 4，600町
資料:福島県編『福島県史第14巻近代資料4J (1969年3月)t 461 
ページ。
表-3 主要農産物増産計画
ぷ:1950年度 年次.BIJ純m産量 5ヶ年間 56年度に鈴ける実績 に於ける 生産目標52 53 54 55 56 刷産量
地威内 53.∞0石 1，000 2，000 2.000 2.0ω 3，000 10，000 63，000石
米 只見沿岸 -I 5.000 5，000 10，000 20.000 20.000 
計 53.000 1.000 2，000 7.000 7.0ω 13，000 30，000 83，000 
地域内 4，600 500 500 500 1，000 1.000 3，500 8，100 
変 只見沿路 -I 1，0∞ 3，000 3.000 3.000 10.000 10，000 
Z十 4，600 500 1.5∞ 3，500 4.000 4.000 13.500 18.100 
2反 畜 5，400頭 3叩 550 550 550 650 2.600 8，000.OJl 
幽 56.0叩貫 5.0ω 9.0∞ 9.000 9.000 12.000 44.000 100.000貫























項目 面積(町) 表作増産量(石) 増産合計(石) 備 考
面積(町) 増産量(石)
水田 53.616 271. 780 35.071 335.955 608.735 開図を含む
畑 9.085 113.563 一 113.563 
合計 67.701 385.343 35.071 335.955 721. 298 
資料:福島県編『福島県史第14巻近代資料4J (1969年3月)， 290ペー ジ。
































































































14) 向上， 86ペー ジ。






る。 oC 1 ~1 ， 1947年に日本の賠償能力を調査することを目的としてアメ
りカ政府のパックアップでつくられた機関であり，その調査力には定評が





























































































































24) 向上， 133ペー ジ。
25) 向上， 139ペー ジ。
26) 向上， 139ペー ジ。
27) 向上， 140ペー ジ。









































































































































































































































































50) 松阪清作編著，前掲， 163ページ。山菜はかなり商品価値が大きく， rとく
にゼンマイ，ワラビは天然良質のものが豊富で東京，大阪方面に移出され利
益を挙げていたJ(向上，同ペー ジ)。






























































































































60) 向上， 172ペー ジ。
61) r河北新報J1954年4月17日。
62) 1954年4月29日に，東京において，大竹福島県知事と高崎電源開発側総裁の
会談が行われたが，ここで「因子倉補償推進本部」の設置と本部長の本社理
事就任が本決まりとなった。今後の補償問題の解決が中央主導でなされるこ
とが確認されたわけである。
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おきつつ，部落民の「物心両面での打撃Jに十分に配慮して作成したはず
の地元サイドの補償案は，ついに大幅な変更・後退を余儀無くされたので
あった63L
ここにも，東北地方の意向を軽視する中央の姿勢をみることができるの
である。
3.下流増益還元問題
下流増益還元問題とは，同一河川の上流と下流でダム建設事業者が異な
る場合に生じるもので，上流にダム式発電所が新設された場合，それによ
る水の調整機能によって下流の既設発電所の出力が増加することになるか
ら(つまり渇水に左右されることなく出力を確保することが可能となるか
ら)，下流発電所の事業者は，その増力分の対価を上流のダム建設事業者
に還元すべきであるとする問題である。只見川の場合，電源開発側によっ
て因子倉，奥只見の大規模発電所が建設されれば，下流における東北電力
側の既設9発電所の出力が増加することになるから，当然この問題が存在
した。公表されなかったものの， 1953年6月の「三社協定」にも，この問
題が含まれていた“L
この問題は， 1956年2月上旬，電力行政の担当省庁である通産省が，間
もなく開会する第26国会に電源開発法の改正法案を提出しようとする動き
の中で表面化した。改正法案の主なねらいは，間報第6条に新たに第2項
63) 以上の経緯に言及しているものに，日本経済調査会『日本経済四季報』第
8集 (70ー72ベージ.1955年2月).及び森滝健一郎著『現代日本の水資源問
題J(107-108ページ，汐文社.1982年12月)がある。
64) r東京電力30年史』によれば，東京電力側が，只見川上流の大規模発電所
からの「発生電力の配分や卸料金に，下流増利益を応分に配慮するように主
張J(324ページ)した結果.r三社協定」に盛り込まれた。東京電力側とし
ては，この還元額分だけ，自社への卸売料金が安くなり，したがって電力を
需要者に安く供給できるとL、う計算があったものと思われる。しかしこのこ
とは公表されなかった。この段階では，地域聞の紛争が非常に激しかったの
で，それをあまり刺激することは回避したL、という思いでは，三社とも共通
であった。
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「開発に伴う利益の調整」を設け， r上流にダムを設けられた場合，利益
を受ける下流の電気事業者はその限度内で上流発電所の電気事業者の経費
を負担するものとする。この負担額は当時者が協議して決定し，協議が整
わないときは通産大臣がこれを裁定する」とし、う文章を入れることであっ
た日弘その「ねらいは電源開発会社のコスト高を軽減するのと全国の電気
料金を均一にすることにあるJ66)とされていた。
この法案は全国一律に適用されることになっていたが，実際には，同一
河川で発電所事業者が異なり，下流に多くの発電所が存在する河川は只見
川流域以外にはみあたらず，したがって「この改正法の網にかかるのは，
いまのところ全国では只見川流域しかなし、J67)のであった。明らかに，
東北電力紛がターゲットにされていたのであり，東北電力側の負担で電源
開発紛の開発資金を捻出し，関東地区の電気料金の低減を図ろうとするも
のであった。わかりやすくいうと次のようである。「東北電力は因子倉ダ
ムの完成により下流増に2億キロワット時の電力を仮に取得し得るとす
る。東北電力の山元原価を3円とすると，これは年間6億円の巨額になり，
将来料金値上げの形をとるかもしれない。……ところがこの下流増益金を
電発にとり上げられれば，電発が東京方面へ供給する電力料金は山元原価
4円(仮定)から 2円80銭と約半額に切り下げられるのである。得をする
のは東京の需要家のみであるJ68)0 
上述のように，この下流増益還元問題は「三社協定」にも含まれていた。
したがって，水面下では三社による協議が継続的に行われていたのである。
しかし，東北地方に不利になる問題に東北電力側が応じるはずがなく，し
たがって電源開発勝と東京電力側しては，何らかの新たな打開策をとる必
要に迫られていたのである。このことは， r河北新報J1956年2月21日の
次の記事からも窺える。「当局がし、わゆるこの下流増の利益還元を企てた
65) r河北新報J1956年2月12日。
66) r河北新報J1956年2月10目。
67) r河北新報J1956年2月21日。
68) r河北新報J1956年3月1目。
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のは昨夏，電発側からの強力な推進もあったらしい。このいきさつについ
ては，電発側は『東北電力とははじめ静かに話合いで進みたかったが，白
州同会長が昨年小坂電発総裁に“だせない"とはっきりことわったことか
ら，立法措置を政府に頼まざるを得なかった』といっている」。改正法案
の中の「協議が整わないときは通産大臣がこれを裁定するJという一文は
こうした経緯から盛り込まれたものであった。要するに，法的強制力によ
って，東北電力側の抵抗を抑え込もうとしたのである。
このような意図が含まれている改正法案に，東北電力側や東北住民が猛
反発したことはし、うまでもなし、。折しも，この法案提出の動きがあったと
きは，政府の提唱によって東北開発推進の運動が高揚している真っ最中で
あった69L したがって，政府自らの方針にも逆行するようなこのような動
きに対して，次のような痛烈な批判 (f河北新報J1956年3月1日・ 2日
の社説)が登場した。
「今年こそ東北振興推進の絶好の機会とされ，政府・与党のみならず，
野党である社会党も『東北総合開発特別委員会』を設置している。鳩山
首相は昨年の国会施政方針演説の中で特に『東北振興』を力説し，政府
は経済企画庁をして『東北開発調査費.s 1千万円を支出せしめ，すでに
中間報告が発表されている。しかるにその同じ経済企画庁から将来の東
北振興を圧殺するような『下流増返還』を目的とする法律改正を今国会
に提出しようというのは，し、かなるわけであるか。現代の政治行政ほど
奇々怪々たるものはないにしても，これほどの矛盾があろうか。政府お
69) この時の東北開発推進運動の盛り上がりは， 1955年1月に，就任草々の鳩
32 
山首相が，第21国会における施政方針演説の中で「政府は北海道及び東北地
方の占める地位の重要性に着目いたしこれが開発については特段の力をい
たす所存であります」と発言したことに端を発した。そして， 1956年度の政
府予算に東北開発調査費として 1千万円が計上された。こうした政府の姿勢
に呼応し，中央(とくに国会)でも，東北地方でもにわかに運動が活発化し
た。例えば， 1956年1月には，合同したばかりの自民党が「東北開発特別委
員会」を設置し，また同年2月には，左右統ーしたばかりの社会党も，自民
党と同名の「東北開発特別委員会」を設置したほどであった。
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よび自民党はこの矛盾をし、かに説明しようというのか。Jrこれほど不合
理な立法措置はない。一言にしていえば，因子倉，奥只見の電源開発に
よって新しく生じた利益も，東北の産業に与えては一切ならぬ，すべて
召し上げてしまえというのである。こんな横車を押す暴圧処置にたいし
て，ひとり東北産業人でなくともその不合理に憤慨しないではおられま
い。Jr最も憤慨に堪えないことは，この改悪案が国会を通過すれば，東
北の電力料金が引上げられ，東北の産業発展を阻止するだけでなく，東
北の犠牲において東京方面に安く電力が供給される点である。この下流
増の利益を電発に召し上げられる結果は，それだけ安く東京方面へ電力
が供給される。電発が自己の犠牲において東京方面へ安く供給するのは
お勝手だが，一日千秋の思いで東北産業人が待望していた回子倉，奥只
見の開発によって生じた思恵を，他地方の産業にのみ与えるというのは，
余りといえば横暴の極である。しかもこれを立法化して強制するとは実
に悪逆無道というほかはなく，東北振興の声はどこへ行ってしまったの
か。Jr東北開発の意義は東北の工業化に重点があり，殊に電力を唯一の
原料とする化学工業の振興にある。それには電力が豊富で低廉であるこ
とを絶対条件とする。東北電力は現在全国で一番安く大口特別料金を定
め，北陸電力とともに割当制を廃止している。しかし東北産業の現状は，
それでもこの電力料金を払うだけの経済力に乏しいのが残念ながら実情
である。従って将来もできるだけ電力料金を引下げて工場の稼働率を平
均化し，かつ増大せしめなくてはならぬので，このさい，東北産業を圧
殺するが如き悪法は，東北産業人が断固として阻止すべきである。JiO) 
長い引用となったが，ここには当時の東北住民の憤りがどれほどのもの
であったかが端的に語られているように思われる。かくて「東北電力，東北
電気需要連，東北6県商工会議所連合会を先頭にして法案反対の積極的運
70) ここでは経済企画庁が名指しで批判されているが，それは，この法案の内
容が通産省によって作成されたものの，国会への法案提出は経済企画庁によ
ってなされようとしていたからである。
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動を行い，東北出身の全国会議員，東北知事もそれぞれ反対の決議したJ71)
ように，この法案の国会提出に反対する運動が急速な広がりをみせたので、
ある。
その結果，通産大臣の裁定を法制化する部分だけは法案の国会提出前に
カットされた。とはし、え，政府の東北地方に対する譲歩もここまでであっ
た。「電源開発が進み，電力が豊富になるほど電力コストは高騰するとい
う根本矛盾J72)を解決すること，そして大都市部の工業の成長のあい路
となっている高い電気料金を引き下げることが，政府にとっていわば至上
課題であったから，多少の修正を余儀なくされたとはし、ぇ，下流増益還元
を盛り込んだこの法案が撤回されることはなかった。結局，この法案は
1956年3月に国会に上程され. 6月に衆院本会議で可決された。
東北地方に対する政府の基本姿勢が如何なるものであったかが象徴的に
示された事件の一つであった73)，74L
71) r河北新報J1954年2月29日。
72) r河北新報J1955年5月12目。
73) 尚，この法案に対しては，当初は「電発のほか東京電力も法案改正に賛成
しているJ(r河北新報J1956年2月10日)と伝えられた。しかし，この法案
は，さしあたりは東北電力側に適用されるとしても，全国を対象としたもの
であり(やがては東北電力側以外にもこの法案が適用される)，そのためこ
れに強く反対する電力会社が多かった。結局，東京電力側も，他の8電力会
社と歩調を合せて，法案反対の立場にたたざるをえなくなったのである。
74) 只見川流域における下流増益還元問題の詳細な検討については，土本善平
「只見)11-'電源開発と下流増益返還問題J(fジュりスト』第23号， 1981年，
106-111ページ)を参照されたL、。
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